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社会保障審議会年金数理部会令和元年厚生年金保険財政検証に係るピアレビューについて 

（地方公務員共済組合） 

 

２ 財政検証における推計方法に関する資料 

２－２ 推計方法（数理モデル）に関する資料 

２－２－２ 厚生年金実施機関別又は制度別の被保険者数の見通しの作成方法 

 以下のとおり推計した。 

① 平成 29 年度末被保険者数と平成 29年度末将来推計人口（平成 29年推計の 10月

1 日人口の将来推計から年度末人口に換算したもの）との比率を計算。 

② ①の比率が将来に渡って一定であると仮定し、①の比率を各年度末の将来推計

人口（平成 29年推計の 10月 1日人口の将来推計から年度末人口に換算したもの）

に乗じて、将来各年度末の被保険者数を推計。 

③ 平成 29年度末時点の性別年齢別の被保険者数の分布に性別年齢別脱退率を用い

ることにより、平成 30年度の脱退者数を推計。 

④ ②で推計した平成 30 年度末被保険者数及び③で推計した平成 30 年度脱退数と

整合的になるよう平成 30年度の新規加入者数を推計。この際、新規加入者の男女

比については、直近の実績に基づくとした。 

⑤ 以上により平成 30年度末時点の性別年齢別被保険者数を推計し、以降③、④の

手順を繰り返すことにより将来の各年度末時点における性別年齢別被保険者数を

推計する。 

 

２－２－３ 制度間、厚生年金実施機関間の資金の授受についての計算過程 

・費用負担平準化のための財政調整（財政調整Ａ）については、国共済と地共済とで、

拠出金算定対象額から積立金按分率分を除いた額の標準報酬総額に対する比率が

均衡するよう、拠出金の拠出・受入を行う。なお、旧職域（３階）部分に係る拠出

金の拠出・受入が行われるときは、これと同額を逆向きに拠出・受入が行われる。 

・収支に着目した年金給付に支障をきたさないための財政調整（財政調整Ｂ）につい

ては、国共済と地共済について財政調整Ａを考慮した収支残高により、黒字の共済

から赤字の共済に拠出金を拠出する（黒字額の範囲内で赤字額を埋める）。なお、

財政調整Ｃが行われるときは、財政調整Ｂは行われない。 

・積立金に着目した年金給付に支障をきたさないための財政調整（財政調整Ｃ）につ

いては、国共済と地共済について財政調整Ａを考慮した積立金額により、積立剰余

がある共済から積立赤字の共済に拠出金を拠出する（積立剰余の範囲内で積立赤

字額を埋める）。 

 

 

２－２－４ 推計方法の開発・変更のプロセス 

２－２－４－１ 推計方法の開発・変更のプロセスに関する規定事項及びその遵守

状況 
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被保険者数の見通しの作成については、ＥＸＣＥＬワークシートを使用している。 

作成にあたっては、そのプロセスも含め、組織内の承認を受けたうえで、厚生労働

省に提出している。 

 

２－２－４－２ 前回財政検証からの推計方法の変更点についてその内容と変更理

由の一覧 

 変更点はない。 

 

２－２－４－３ 推計方法に関し、変更を行わなかった箇所の妥当性や、全体として

の整合性についての検証・点検状況 

 ＥＸＣＥＬワークシートについて、計算式に問題がないかどうか確認した。 

 被保険者数の見通しについて、年度ごとに内訳と合計に矛盾がないかどうか検証

した。 

 

３ 財政検証の詳細結果 

３－７ 国共済と地共済の経過的長期経理の見通し 
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５ 財政検証の実施体制に関する資料 

５－１ 今回の財政検証にかかわる組織体制、担当職員の人数 

５－２ 担当職員について、その専門性（あるいはこれまでの実務経験、経験年数）と今

回の財政検証での役割又は担当業務 

５－３ 研修の実施状況 

地方公務員共済組合連合会年金業務部 

平成２６年財政再計算 

⇒ 

 

令和元年財政検証 

役職名 役職名 年数 

部長 部長（課長事務取扱） ７年 

数理審議役 

数理課 

参事 ３７年 

数理課 

課長 主幹（係長事務取扱） ２３年 

数理係 

係長 

数理係 

係員 １２年 

係員 係員 ５年 

係員 係員 ２年 

係員 係員 ８月 

係員  

※ 経験年数は地共済における年金業務関係の経験年数としている。 

※ 令和元年財政検証における実施体制は、厚生労働省に対し被保険者数を提出した

時点（平成 30年 11 月 30 日）時点のものである。 

 

５－４ 推計方法の設計、構造、操作などに関する文書の整備状況 

 数値作成作業に用いたＥＸＣＥＬファイルについて、マニュアルを作成し、数値の承

認の際、併せて組織内の承認を得ている。 

 

５－６ 推計作業における制度間又は厚生年金実施機関間の連携状況 

（ⅰ） 推計作業の連携にあたっての事前取り決め事項とその遵守状況 

（ⅱ） 基礎数・基礎率の作成における連携状況（情報の授受を行った場合、その情報

の妥当性・適切性の確認状況を含む。） 

（ⅲ） 将来推計作業における連携状況（推計結果の確認・検証状況を含む） 

（ⅳ） 推計作業における制度間又は厚生年金実施機関間の連携状況の平成 26年財政

再検証・財政再計算からの変更点 

※ （ⅰ）～（ⅲ）について、平成 26年財政検証・財政再計算からの変更点を記載。 

 

・厚生労働省との事前調整として、担当者レベルの会議（厚生労働省主催）を３回開催。 

・厚生労働省が作成した計算基礎率の使用方法の確認及び前回の計算基礎率からの変

更点の検証の実施。 

・厚生年金拠出金には、国共済・地共済間の財政調整を加味する必要があるため、厚生

労働省に旧職域（３階）に係る拠出金の見通しの提供を行った。 
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６ 前回レビューの「今後の財政検証への提言」への対応状況に関する資料 

 ６－１ 前回レビューの「今後の財政検証への提言」への対応状況 

別添のとおり。 

 

７ 年金数理担当者の所見 

 ７－１ 推計方法の妥当性に関する懸念事項 

  懸念事項は特に無い。 

 

 ７－５ 公的年金の各勘定又は実施機関における資金流動性に関する所見 

積立金の運用にあたっては管理運用方針等に沿って、将来の給付費や拠出金といった

費用について必要となる金額や時期の見込みを踏まえ、一定の余裕も考慮して投資を行

い、資金流動性を確保している。仮に、支出に支障が出る見込みや実績との間に乖離が生

じた場合においても、管理運用方針等の見直しや投資計画を修正することで対応できる

と考えている。 

また、地方公務員の定員管理は、地域の実情に応じて各地方公共団体において自主的に

行われるものであるが、地方公務員の多くを占める警察・消防・教育部門等は国が広く配

置基準や標準的な職員数を定めていることや、各地方公共団体が策定する定員管理計画

に基づき計画的な定員管理が行われていることから、被保険者や報酬等が急激に変動し、

突発的に積立金が大幅に減少する事態は想定していない。 

- 4 -



【別添資料】 

 

 

前回レビューの「今後の財政検証への提言」への対応状況 
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（
番
号
は
前
回
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
「
第
10
章
 
平
成
26
年
財
政
検
証
・
財
政
再
計
算
の
評
価
及
び
今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言
」
の
該
当
節
等
番
号
）

１
 
平
成
26
年
財
政
検
証
・
財
政
再
計
算
の
評
価

（
２
）
財
政
検
証
・
財
政
再
計
算
結
果
に
係
る
評
価

①
 
財
政
見
通
し

法
律
に
定
め
る
財
政
検
証
の
重
要
な
目
的
の
一
つ
に
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
に
よ
る
給
付
水
準
調
整
の
終
了
年

度
を
定
め
る
こ
と
が
あ
る
。
今
回
財
政
検
証
の
よ
う
に
複
数
の
ケ
ー
ス
が
並
列
的
に
扱
わ
れ
た
ま
ま
で
は
、
最
終

的
局
面
で
当
該
終
了
年
度
を
決
定
で
き
ず
、
財
政
検
証
の
重
要
な
目
的
の
一
つ
を
果
た
せ
な
く
な
る
の
で
は
な
い

か
と
い
う
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

②
 
推
計
結
果
の
分
析
及
び
結
果
の
示
し
方

前
回
財
政
検
証
以
降
に
行
わ
れ
た
制
度
改
正
の
財
政
影
響
に
つ
い
て
は
、
前
回
検
証
結
果
か
ら
の
財
政
的
変
化
の

分
析
の
中
で
分
析
し
示
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

実
質
的
収
支
を
み
る
こ
と
も
大
事
で
あ
る
が
、
制
度
や
財
政
の
実
態
を
理
解
す
る
上
で
、
ま
ず
は
全
て
の
収
入
、
支

出
項
目
が
明
ら
か
に
な
る
よ
う
明
示
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

推
計
結
果
の
情
報
公
開
に
つ
い
て
は
、
一
般
被
保
険
者
に
必
ず
し
も
こ
れ
ら
の
理
解
が
十
分
進
ん
で
い
な
い
の
で
は

な
い
か
と
も
思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
各
制
度
に
お
い
て
は
、
情
報
公
開
の
方
法
や
内
容
を
分
か
り
易
く
す
る
工
夫
等

に
つ
き
、
引
き
続
き
検
討
、
努
力
さ
れ
る
よ
う
望
み
た
い
。

（
３
）
推
計
方
法
に
係
る
評
価

①
 
基
礎
数
・
基
礎
率
全
般

被
用
者
年
金
一
元
化
の
下
で
の
基
礎
数
・
基
礎
率
の
作
成
方
法
に
つ
い
て
は
、
制
度
ご
と
に
異
な
る
方
法
を
用
い
る

こ
と
に
合
理
的
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
い
て
は
、
各
制
度
が
そ
れ
ぞ
れ
従
来
の
手
法
に
固
執
す
る
こ
と
な
く
、
全
制

度
共
通
の
標
準
的
な
方
法
を
設
定
し
て
用
い
る
べ
き
で
あ
る
。
な
お
、
基
礎
率
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
、
実
績
の
動

向
が
年
金
財
政
に
与
え
る
影
響
に
も
注
意
し
、
特
に
将
来
の
傾
向
が
確
実
に
見
込
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
で
き

る
だ
け
フ
ォ
ワ
ー
ド
ル
ッ
キ
ン
グ
の
観
点
で
適
切
に
作
成
さ
れ
る
よ
う
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。

②
 
経
済
前
提
の
設
定

例
え
ば
、
将
来
の
労
働
力
人
口
の
減
少
と
労
働
分
配
率
を
一
定
と
置
く
こ
と
の
整
合
性
等
人
口
動
態
と
経
済
と
の

関
連
性
、
過
去
の
実
績
値
を
用
い
る
場
合
の
用
い
方
が
過
去
の
財
政
検
証
時
と
異
な
る
場
合
等
で
恣
意
を
い
か
に

排
除
す
る
か
、
積
立
金
運
用
に
お
け
る
昨
今
の
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
の
高
ま
り
を
考
慮
し
た
運
用
利
回
り
の
設
定
、
マ

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
有
効
性
に
特
に
重
要
な
影
響
の
あ
る
賃
金
上
昇
率
及
び
物
価
上
昇
率
の
設
定
方
法
等
、
さ

ら
に
研
究
さ
れ
る
べ
き
課
題
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
我
が
国
の
公
的
年
金
制
度
の
財
政
検
証
に
お

け
る
経
済
前
提
の
設
定
方
法
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
研
究
、
検
討
が
な
さ
れ
、
さ
ら
に
よ
り
良
い
も
の
と
な
っ
て

い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

④
 
共
済
年
金
の
被
保
険
者
数
の
見
通
し

公
務
員
共
済
の
将
来
の
被
保
険
者
数
に
つ
い
て
は
、
将
来
の
行
政
改
革
等
の
方
向
性
と
も
相
ま
っ
て
、
将
来
を
正
確

に
見
通
す
こ
と
は
非
常
に
困
難
な
面
が
あ
る
こ
と
も
否
め
な
い
。
そ
う
い
っ
た
事
情
に
も
配
慮
し
、
前
回
の
当
部
会

の
指
摘
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
複
数
の
可
能
性
を
想
定
し
た
対
応
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
る
こ
と
を
望
み
た
い
。

公
務
員
共
済
の
将
来
の
被
保
険
者
数
は
、
対
象
期
間
が
長
期
に
わ
た
る
た
め
推
計
が
難
し
い
こ
と
か
ら
、
足
下
の

対
総
人
口
比
を
一
定
の
率
と
し
、
こ
れ
を
将
来
推
計
人
口
に
乗
じ
る
こ
と
に
よ
り
推
計
す
る
こ
と
と
し
た
。

対
応
状
況

今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言
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（
番
号
は
前
回
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
「
第
10
章
 
平
成
26
年
財
政
検
証
・
財
政
再
計
算
の
評
価
及
び
今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言
」
の
該
当
節
等
番
号
）

対
応
状
況

今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言

（
４
）
実
施
体
制
、
年
金
制
度
間
の
連
携

今
回
の
財
政
検
証
か
ら
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
は
実
施
機
関
と
し
て
基
礎
数
、
基
礎
率
作
成
に
用
い
る
デ
ー

タ
の
提
供
及
び
地
共
済
に
係
る
基
礎
率
の
確
認
、
被
保
険
者
数
の
見
通
し
の
作
成
を
行
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
作

業
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
に
お
い
て
、
Ｈ
２
６
財
政
再
計
算
時
と
ほ
ぼ
同
様
の
体
制
に
よ

り
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

財
政
検
証
に
お
け
る
推
計
作
業
は
厚
生
労
働
省
で
行
わ
れ
た
と
こ
ろ
、
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
は
実
施
機

関
と
し
て
各
種
デ
ー
タ
の
厚
生
労
働
省
へ
の
提
出
の
ほ
か
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
作
成
さ
れ
た
基
礎
率
に
つ
い
て

地
共
済
側
で
確
認
を
行
う
な
ど
、
財
政
検
証
作
業
を
行
う
厚
生
労
働
省
を
中
心
に
連
携
し
て
作
業
を
行
っ
た
。

（
５
）
給
付
水
準
調
整
期
間
に
み
る
制
度
の
安
定
性

（
６
）
有
限
均
衡
方
式

（
８
）
国
共
済
、
地
共
済
ご
と
の
財
政
見
通
し

国
共
済
、
地
共
済
ご
と
の
財
政
見
通
し
は
、
実
施
機
関
別
の
財
政
見
通
し
と
し
て
、
厚
生
労
働
省
か
ら
示
さ
れ
て
い

る
。

２
 
今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言

（
１
）
財
政
検
証
の
確
実
な
実
施

実
施
機
関
の
立
場
か
ら
、
厚
生
労
働
省
と
連
携
し
つ
つ
、
年
金
数
理
部
会
の
指
摘
事
項
等
を
踏
ま
え
て
、
数
値
の
作

成
及
び
確
認
等
を
行
っ
た
。

（
２
）
年
金
財
政
の
変
動
要
因
分
析

被
用
者
年
金
一
元
化
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
財
政
調
整
等
の
総
合
的
な
仕
組
み
が
適
切
に
機
能
す
る
か
ど
う
か
の
確
認
の

観
点
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
の
財
政
見
通
し
に
つ
い
て
も
示
さ
れ
る
よ
う
強
く
望
む
も
の
で
あ
る
。

今
後
の
公
的
年
金
の
財
政
検
証
に
お
い
て
は
、
前
節
に
お
け
る
今
回
財
政
検
証
に
係
る
当
部
会
の
評
価
及
び
指
摘
事
項

を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
意
義
や
目
的
が
確
実
に
果
た
さ
れ
る
よ
う
実
施
さ
れ
た
い
。

厚
生
年
金
及
び
国
民
年
金
の
財
政
検
証
に
よ
り
示
さ
れ
る
将
来
の
所
得
代
替
率
や
給
付
水
準
調
整
期
間
が
、
前
回
財
政

検
証
結
果
か
ら
い
か
に
変
動
し
た
か
に
つ
い
て
は
、
そ
の
要
因
分
析
が
で
き
る
だ
け
詳
細
に
示
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

一
般
的
に
、
年
金
財
政
の
変
動
要
因
は
、
主
に
足
下
の
基
礎
数
の
乖
離
及
び
前
提
と
な
る
基
礎
率
の
乖
離
で
あ
る
が
、

我
が
国
の
公
的
年
金
に
お
い
て
は
、
さ
ら
に
、
制
度
改
正
の
影
響
や
、
有
限
均
衡
方
式
等
財
政
フ
レ
ー
ム
に
起
因
す
る

変
動
も
考
え
得
る
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
財
政
見
通
し
が
過
去
の
見
通
し
か
ら
あ
る
程
度
変
動
し
て
い
く
こ
と
は
避
け
ら

れ
な
い
こ
と
か
ら
、
そ
の
要
因
に
つ
い
て
適
切
に
示
さ
れ
る
こ
と
を
望
み
た
い
。

実
施
体
制
に
つ
い
て
、
ま
ず
、
担
当
職
員
数
に
つ
い
て
は
、
計
算
ケ
ー
ス
の
増
大
に
今
後
対
応
で
き
る
の
か
と
い
っ
た

懸
念
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
各
制
度
に
お
い
て
は
、
こ
れ
か
ら
も
確
実
な
作
業
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
配
慮
を
望
み
た
い
。

ま
た
、
財
政
計
算
の
専
門
性
に
鑑
み
、
担
当
職
員
の
資
質
向
上
に
つ
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
の
対
応
で
果
た
し
て
十
分
か

ど
う
か
、
各
制
度
に
お
い
て
よ
く
検
証
し
、
担
当
職
員
の
研
修
機
会
の
拡
大
等
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
よ
り
一
層
の
工

夫
、
努
力
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
望
み
た
い
。

年
金
各
制
度
間
の
連
携
に
つ
い
て
は
、
今
後
は
、
さ
ら
に
制
度
間
の
連
携
を
強
め
、
特
に
、
推
計
方
法
の
標
準
化
す
べ

き
事
項
に
つ
き
さ
ら
な
る
改
善
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
望
み
た
い
。

厚
生
年
金
の
給
付
水
準
調
整
期
間
は
、
前
々
回
の
平
成
16
年
財
政
再
計
算
で
は
報
酬
比
例
部
分
と
基
礎
年
金
部
分
と
で

同
期
間
で
あ
っ
た
が
、
前
回
財
政
検
証
で
は
報
酬
比
例
部
分
の
調
整
期
間
は
短
縮
、
基
礎
年
金
部
分
は
長
期
化
し
た
。

今
回
は
そ
の
傾
向
が
続
き
、
そ
の
差
が
さ
ら
に
広
が
っ
て
い
る
。
特
に
今
回
は
、
ケ
ー
ス
H
で
国
民
年
金
の
積
立
金
が

枯
渇
す
る
ケ
ー
ス
も
示
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
国
民
年
金
制
度
に
対
す
る
今
後
の
適
切
な
対
応
が
強
く
望
ま
れ

る
。

有
限
均
衡
方
式
自
体
は
、
公
的
年
金
の
積
立
金
の
在
り
方
の
議
論
か
ら
導
入
さ
れ
た
経
緯
が
あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
財

政
方
式
の
特
性
に
つ
い
て
は
、
正
確
に
国
民
に
周
知
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
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（
番
号
は
前
回
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
「
第
10
章
 
平
成
26
年
財
政
検
証
・
財
政
再
計
算
の
評
価
及
び
今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言
」
の
該
当
節
等
番
号
）

対
応
状
況

今
後
の
財
政
検
証
へ
の
提
言

（
３
）
確
率
的
将
来
見
通
し

（
４
）
分
布
推
計

近
年
、
低
年
金
者
の
問
題
が
取
り
上
げ
ら
れ
る
機
会
が
多
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
導
入

後
、
将
来
世
代
の
受
け
取
る
年
金
額
に
も
関
心
が
集
ま
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
財
政
検
証
に
お
け
る

将
来
見
通
し
に
お
い
て
、
本
来
の
財
政
検
証
の
目
的
と
は
別
に
、
性
別
、
世
代
別
、
年
金
額
階
級
別
の
分
布
推
計
が
と

れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
望
ま
し
い
、
と
の
見
方
が
あ
る
。

勿
論
、
現
行
の
財
政
検
証
の
よ
う
に
、
主
に
抽
出
デ
ー
タ
を
用
い
て
世
代
別
、
被
保
険
者
期
間
別
に
平
均
標
準
報
酬
等

の
基
礎
統
計
を
作
成
し
こ
れ
を
基
礎
数
と
し
て
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
す
る
方
法
で
は
、
分
布
推
計
に
は
対
応
で
き
ず
、

こ
れ
に
対
応
す
る
に
は
推
計
方
法
、
デ
ー
タ
及
び
シ
ス
テ
ム
の
大
転
換
が
必
要
と
な
り
容
易
で
は
な
い
。
ま
た
、
果
た

し
て
10
0年
後
の
分
布
推
計
ま
で
必
要
か
、
と
い
っ
た
こ
と
も
あ
る
。
し
か
し
、
財
政
検
証
シ
ス
テ
ム
で
対
応
す
べ
き
か

ど
う
か
は
別
に
し
て
も
、
こ
の
よ
う
な
将
来
推
計
へ
の
要
請
に
つ
い
て
は
、
一
考
を
要
す
る
と
考
え
る
。
な
お
、
こ
の

場
合
の
基
礎
率
の
設
定
に
お
い
て
は
、
年
金
額
階
級
別
失
権
率
や
標
準
報
酬
指
数
カ
ー
ブ
の
フ
ラ
ッ
ト
化
を
組
み
込
む

要
否
を
含
め
現
行
財
政
検
証
よ
り
き
め
細
か
く
設
定
す
る
必
要
性
が
生
じ
る
場
合
が
あ
る
こ
と
に
配
慮
す
る
必
要
が
あ

る
。

確
率
的
将
来
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
年
金
財
政
の
安
定
性
を
よ
り
詳
細
に
み
る
た
め
の
有
効
な
手
段
と
し
て
、
こ
れ
ま

で
の
当
部
会
の
報
告
書
で
も
提
言
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
各
基
礎
率
が
一
定
の
確
率
分
布
に
基
づ
く
と

考
え
て
、
将
来
の
財
政
の
有
り
得
る
可
能
性
（
確
率
）
を
示
す
手
法
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
に
は
、
対
象
基
礎
率
の

選
定
、
基
礎
率
の
分
布
の
設
定
、
基
礎
率
間
の
整
合
性
、
必
要
な
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
回
数
、
結
果
の
表
現
方
法
等

様
々
な
課
題
が
あ
り
、
実
施
に
当
た
っ
て
は
あ
る
程
度
の
割
り
切
り
が
必
要
で
あ
る
こ
と
も
同
時
に
述
べ
て
き
た
と
こ

ろ
で
あ
る
。

当
部
会
で
は
、
今
回
も
引
き
続
き
確
率
的
将
来
見
通
し
の
検
討
の
必
要
性
に
つ
き
提
言
し
た
い
。
特
に
、
今
回
の
よ
う

に
複
数
の
経
済
前
提
に
基
づ
く
結
果
が
並
列
的
に
扱
わ
れ
て
い
る
と
、
給
付
水
準
調
整
終
了
年
度
を
決
定
す
る
と
い
う

財
政
検
証
本
来
の
目
的
が
果
た
せ
な
く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
確
率
的
将
来
見
通
し
は
こ
れ
に
対
す
る

対
応
策
の
一
つ
と
な
り
得
る
と
考
え
る
。
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